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３カ国民衆会議	
(２０１７年マプート）	
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P公衆の意見を操作する為のプロパガンダ	

共和国大統領は、ニアサ州で
のプロサバンナ事業の実施
を求める生産者の声に耳を
傾ける	
	
「ニアサ州の農民は、プロサバン
ナ事業のイニシアティブによる恩
恵を期待している。特に、市場の
有効活用を目指した、主要作物の
生産高や生産性を高める新しい技
術に関する調査と技術移転、機械
化と融資などである」	

モザンビーク国営ラジオ
（RM）は、6月から７月にかけ
て、小農を動員し、高価値作
物としての大豆の生産を奨
励しようと、広報プログラム
を展開した。なお、このラジ
オ番組のスポンサーは、プロ
サバンナ事業である。 	

「…モザンビーク共和国の名において判決を
下す。	
マプート市行政裁判所は、裁判官全員一致で、
原告「モザンビーク弁護士会（OAM）」による訴

えを受け入れる。	
この結果を受けて、被告である農業食料安全
保障省に対して、市民の自由と権利を侵害す
る可能性のある計画・活動および決定に関す
る公益に関する情報 —— 特にプロサバンナ事
業によって影響を受けるコミュニティの土地・

食料安全保障・栄養に関連する情報 —— の
全面開示を命じる。」	

	

マプート裁判所判決	
	(JICA	と外務省はこれを軽視)	
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モザンビーク共和国の憲法によ
ると、 三権分立が前提とされる。
三権とは、行政権（政府）、立法
権（議会）、司法権（裁判所）で
ある。	
	
モザンビーク共和国は、民主的
な法治国家である	(次の点が、
法律に書き込まれている):		
	
•  民主主義的自由	
•  憲法に保障された民主的権

利、表現の自由、結社の自
由	

•  知る権利	
•  市民社会の重要性	

プロサバンナ事業の土台は、国連人
権理事会による決議を侵害するもの
である。	
また、「小農と農村で働く人びとの権
利に関する国連宣言」を軽視。	
	
２条3項　「加盟国は…小農と農村で働く人び
との権利に影響を及ぼす可能性がある法律、
政策、国際条約、その他の意思決定プロセス
の適用と実施の前に、	
	
小農と農村で働く人びとを代表する機関を通
じて、誠実に、彼らと協議・協力し	
	

、意思決定がなされる前に、それに影響を受
ける可能性のある小農と農村で働く人びとの
関与を実現し、彼らの賛同を求め、彼らの貢
献に応え、異なる関係者間に存在する非対
称な力関係を考慮しつつ、意思決定のプロセ
スにおいて、	
個人および集団にとって、主体的かつ自由な、
実効性を有し意味のある、十分な情報の提
供を伴った参加を保障する。	
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プロサバンナ:	植民地主義的特徴を帯び、権威主義的	

•  日本の開発モデルとビジョンの強要	
•  分割統治戦略：反対運動の分断	
•  情報操作、取り込み（一本釣り）、脅し、ハラス

メント	
•  トップダウン・アプローチ：地元住民の声や希

望を尊重しない	
•  抵抗への対抗戦略:コミュニケーション戦略

（デジャブか?　日本における核・ダム・軍事施
設)	

•  人権を侵害する「援助」と「投資」を通じての、
植民地的介入	

•  司法による判断（判決）の尊重の欠如
Disrespect	for	Judiciary	Decisions	“Sovereign	
power”.	

小農と労働者が武器をとって戦った植民地解放闘争
（1964-1975年←独立）は、帝国主義と植民地主義か
ら、人びとと土地を解放した	


